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研究成果の概要（和文）：本研究は,北海道・札幌市を対象に地域人口の減少過程をシミュレーションし、その
結果をGIS(地理情報システム)に分解・投影し、地方創生の人口ビジョンや総合戦略の成果を地理的に「見える
化」することを目指す。地方創生前後の地域人口動向を分析し、若者の進学・就職移動、高齢者の施設移動、外
国人の移動の３つが少子化・高齢化、人口減少の主要因として作用することを明らかにした。また札幌市につい
て過去の国勢調査（1995‐2015）と国立社会保障・人口問題研究所の地域人口推計（2013）を用い市区町村レベ
ルの推計結果をGISで分解・投影し、小地域レベルの地理的分布とりわけ人口移動状況を地図化することに成功
した。

研究成果の概要（英文）：This study aims to develop a system to simulate a regional population with 
changing socio-economic factors and policy measures, to break down its results to small Areas　to 
display by the GIS (Geographic Information System). It will be to visualize the outcomes of 
Population Vision of Chiho Sousei (Regional Revitalization Policy) geographically. Through the 
analysis of recent population dynamics in Japanese manicipalties, Hokkaido and Sapporo City, the 
three main factors, 1) enterting higher education and outcomming to job in young adalts, 2) moving 
to hospital and care instutions in elderlys, 3) inmigrating foreigners as a temporal worker, were 
identified to promote low fertility trend, rapid aging and population changes. Based on the new 
method, we broke down the results of the regional population projections of Japan, 2010-2040 (NIPSSR
 2013), for ten districts of Sapporo City to small areas from 2015 to 2040 and showed sucessfully 
the population movements in small areas.

研究分野： 社会学

キーワード： 地方創生　地域人口　GIS　システムダイナミックモデル　少子化　高齢化　人口減少　シミュレーショ
ン
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
北海道の総人口は 1997 年の 570 万人をピ

ークに減少に転じ、2040 年には約 419 万人
（150 万人減、26.3％）まで減少、一極集中
が進む札幌市も遠からず人口減少に転ずる
と予想されている。この厳しい人口減少を前
に、北海道・札幌市は、過去・現在・未来を
見据え、改めて地域社会の将来とそのあり方
を検討すべき時期に来ている。 

 
２．研究の目的 

 本研究は、北海道と札幌市を対象に、地
域人口の減少過程の基本的なメカニズムを
解明するとともに、人口学的要因（出生・死
亡・移動）とそれらが社会・経済・生活基盤
にもたらす影響を的確に把握・分析・予測し、
政策的対応を提案することを目的とする。ま
た、この目的を達成するための分析手法を開
発し、政策的対応についてのシミュレーショ
ンを可能とする地域人口分析システムの構
築をめざすものである。 

 
３．研究の方法 
（１）北海道・札幌市の地域人口について、
過去・現在・未来（国立社会保障・人口問題
研究所の地域推計）のデータをもとに、人口
学的要因（出生・死亡・移動）とそれらが社
会・経済・生活基盤に与える影響を分析し、
この地域人口の減少過程の基本的なメカニ
ズムをシステム・ダイナミック・モデルの形
で解明する。 
（２）コーホート・センサス間要因法とシス
テム・ダイナミック・モデルをリンクし社会
経済要因や政策的要因を扱いうるマクロモ
デルを作成し、それらを地理情報システムに
リンクし、地域人口分析システムを作成する。
（３）この地域人口分析システムに、直近の
2015年の国勢調査結果に基づく2010-2015年
の動向を入力し、2015 年から 30 年間の推計・
予測を行う。また、いくつかのシナリオに基
づき政策シミュレーションを行い、結果を国
立社会保障・人口問題研究所の新推計と比較
し、その効果を検討する。 
 
４．研究成果 
（１）小地域のコーホート変動数 
 GISを用いて、基準年の前の期間である
2005-2010年の国勢調査間の小地域の性・年齢
別コーホート変動数（図中凡例：2005-2010
年）、基準年となる2010-2015年の国勢調査間
の、小地域の性・年齢別コーホート変動数（図
中凡例：2010-2015年）と、2015-2020年の社
人研地域人口推計（2013）の推計変動数（図
中凡例：2015-2020年）を作図し、その比較を
行った。なお、ここでは、札幌市の性・年齢
別コーホート変動数が男女でほぼ同じ傾向を
示していることから、男女別ではなく男女合
計の値を用いた。また地図化にあたっては、
移動の特徴が顕著な３つの年齢期を取り上げ

た。 
①進学期（凡例：15～19歳）10～14歳→15～
19歳 ②就職期（凡例：20～24歳）15～19歳
→20～24歳 ③高齢期（引退・死亡も含む、
凡例：65歳以上）60～64歳→65～69歳、65～
69歳→70～74歳、70～74歳→75～79歳、75～
79歳→80～84歳、80～84歳→85～89歳、90歳
以上の合計値 
 
（２）地図化 
①進学期 
図1 進学期 2005-2010年（国勢調査結果）
（バイト数の制約上、割愛） 

 
図2 進学期 2010-2015年（国勢調査結果） 

 
図3 進学期 2015-2020年（推計結果） 
 2005-2010年の国勢調査間の進学期の変動
数（図1）と2010-2015年の国勢調査間の進学
期の変動数（図2）の分布は全体として近似し
ており、直近のフェーズでは一部の地区で移
動数の増加が観察される。 
 また2010-2015年の国勢調査間の進学期の
変動数（図2）と2015-2020年の社人研地域人
口推計（2013）の推計変動数（図3）の分布も
近似しており、ほとんど区別が付かないが、
2015-2020年の推計値では赤い点で表示され
る（+50人以上）転入超過が著しい小地域の数
が、北海道大学に近い北区や中央区などでや
や減少することがわかる。また、これらの図
の周辺部に見られる、赤い表示の地域は、い
ずれも大学などの教育機関に隣接する地域で
あり、高校・大学進学時に北海道の他の市町
村から転入して来る18歳人口の動きが確認で
きる。 
 



図4 就職期2005-2010年（国勢調査結果） 
（バイト数の制約上、割愛） 

 
図5 就職期2010-2015年（国勢調査結果） 

 
図6 就職期 2015-2020年（推計結果） 
しかし、その一方、地下鉄の南北線と東西

線に沿って商業・オフィス・集合住宅が分布
する中心地域では、進学期同様、就職期も赤
い点で表示される転入超過が著しい小地域
（+50人以上）が目立っており、これらの地域
では大学卒業後の就職移動期にさらに若い人
口が転入して来るものと思われる(図4・図5・
図6)。 
③高齢期 
 高齢期の場合も2005-2010年（図7）、
2010-2015年（図8）と2015-2020年（図９）と
分布は近似しているが、①進学期や②就職期
と比較すると、明らかに個々の小地域の変化
が激しく、全体としては減少地域と増加地域
の明暗が分かれつつあることがわかる。 
 特に2010-2015年（図8）と2015-2020年（図
9）では、南区の小地域（図の左側の広い地域
）の転入超過が橙色（20-50人）から赤（50-1000
人）にアップしている。また、その右側の西
区の小地域も黃色（0。1-10人）から橙色（20-50
人）へアップするなど、小地域により変動数
の変化が観察される。これらは、病院や介護
施設など移動を反映しているものと思われる。 
図7 高齢期2005-2010年（国勢調査結果） 

（バイト数の制約上、割愛） 
しかし、これらの例外的な増加地域を除け

ば、高齢者は周辺部（手稲区、東区、南区な
ど）の一戸建て住宅地域で青色（-50人以下）
となっており死亡や転居などにより減少して
いる（図8）。 

 
図8 高齢期2010-2015年（国勢調査結果）       

 
図9 高齢期 2015-2020年（推計結果） 
もっとも2015-2020年（図9）では、これら

の地域は薄青色（-20から-50人）や薄緑色（
-19から-10人）に変わり減少傾向が弱まる。
また中央区をはじめ、市の中心部でも薄緑色
（-19から-10人）の小地域が増加し高齢者の
減少や転出は止まりつつあるといえる。 
 

（３）考察と今後の課題 
社人研地域人口推計では人口学的要因のみ

が扱われるが、本研究では、最終的に社会経
済要因や政策的要因も含めたシステム・ダイ
ナミック・モデルを開発し、そのシミュレー
ション結果を分解し、GISに投影することで、
地方創生の人口ビジョンや総合戦略、KPIなど
の計画目標や成果を地理的に「見える化」す
ることを目指している。 
このため前稿(原2017）では、2010年国勢調

査データを用いて小地域の人口シェアをもと
め、社人研地域推計人口（2013）結果を、2015
年から2040年まで5年ごとに小地域に分解し、
人口指標(年少人口割合、生産年齢人口割合、
老年人口割合、後期高齢者人口割合、女子
20-39歳人口割合)を計算し、その結果をGIS
で地図化した。 
しかし、基準年の小地域人口を用いるシェ

ア・トレンド法では、若年や高齢年齢層と、
中間の年齢層では、計算に用いる小地域人口
シェアの年齢階層を切換える必要があること
がわかり、その対応が課題となった。これは
若年人口では進学・就職で、高齢人口では死
亡や入院・施設への移動などが発生すること
による。 



そこで本稿では、性・年齢階級別人口では
なく、5年前の同年齢階層との変動数（コーホ
ート変動数）を分解・投影する方法を考えた。
すなわち前稿(原2017）のシェア・トレンド法
では、基準年次の人口シェアの分布が一定ま
たは一定の傾向(トレンド)で変化すると仮定
し推計したが、ここでは小地域の人口ではな
く、小地域のコーホート変動数のシェアを求
め、この分布が一定または一定の傾向(トレン
ド)で変化すると仮定し、将来推計値を割り戻
す、コーホート変動数シェア・トレンド法を
開発した。この手法では、コーホート変動数
を純増地域と純減地域に分けて小地域シェア
一律に計算することができ、この値を5年前の
コーホート人口に加えるだけで、推計年の
性・年齢別人口を求めることができる。その
結果、割り戻しの際の誤差は人口移動部分に
限定されることになり、人口移動により焦点
を絞った推計が可能となった。 
ただし、この手法では、社人研地域人口推

計のコーホート変動数を、基準年の純増分と
純減分に分解する必要があり、推計値と基準
年の差分の２分の１を基準年の純増分と純減
分に加算するという操作を行っている。この
ため推計値と基準値の差分が、元の純増分や
純減分より大きい場合には、純増地域が純減
に転じたり、純減地域が純増に転じることも
ありうる。 
つまり、この計算処理では、基準年の小地

域のコーホート変動数の分布は地理的に変化
しない（変動が起きる地域特性に変化はない）
と仮定しており、区全体レベルで、基準年と
推計年のコーホート変動数の傾向が大きく変
化した場合（たとえば純増から純減、純減か
ら純増）には、同様の変化が小地域でも起き
ると想定している。 
このような計算方法の妥当性については、

改めて過去の国勢調査データに遡り統計的な
検証が必要であり、他の地理的要因との関連
なども含め、より詳細な分析を行うことで、
より実態に則した割り振り方法を開発するこ
とが課題となる。 
また推計結果の妥当性について、前稿（原

2017）の人口シェア・トレンド法による2015
年の推計結果と2015年の各小地域の実績人口
との適合性、同法と本稿のコーホート変動数
シェア・トレンド法による2020年の推計結果
との比較などを行い、精度や地理的分布のズ
レを精査する計画である。 
ただし、この検証作業によっても推計値と

実測値が一致する保証はないが（そもそもフ
ェーズ間で状況は変化する）、実測値と推計値
（あるいは推計値同士）の一致と乖離を注意
深く分析することで、どこまでがモデルで推
計でき、どこからができないかが明らかにな
ると考えている。 

このコーホート変動数シェア・トレンド法
を使い、基準年の前の期間である2005-2010
年の国勢調査間、基準年の2010-2015年の国勢
調査間、 2015-2020年の社人研地域人口推計
に基づく小地域の性・年齢別コーホート変動
数をGISで作図し、その比較を行った。その結
果、高校・大学などへの進学期、大学卒業後
の就職移動期、退職以降の高齢期という3つの
時期について、移動と死亡による増減傾向の
地理的特性を明瞭に把握することができた。 
たとえば、進学期では、高校・大学などの

教育機関に隣接する小地域で、他地域からの
転入超過傾向が確認できた。また就職期では
同じ地域で進学期とは逆に転出超過傾向が、
地下鉄沿線に沿った商業・オフィス・集合住
宅地域では転入超過傾向が示された。さらに
高齢期では周辺の一部地域で、病院・介護施
設との関連が推測される転入超過傾向が見ら
れる一方、手稲区、東区などの一戸建て住宅
地域では高齢者の減少傾向が、また中央区な
ど市の中心部では高齢者人口の下げ止まり傾
向が確認された。 
これらのコーホート変動にかかわる小地域

の地理的特性の分布は、前期間の2005-2010
年の国勢調査間（実測値）、基準年の2010-2015
年の国勢調査間（実測値）を見る限り、地図
上のエリアとしては非常に安定的であるが、
個々の小地域では、増減一致しないケースも
あることが確認できる。 
また、今回のコーホート変動数シェア・ト

レンド法を用いた推計の問題点として、2015
−2020年を越え、推計を先の期間へと投影した
場合、基準年次（こここでは2010-2015年）に
コーホート変動数が転入超過となっていた小
地域と、転出超過となっていた小地域では、
いずれもコーホートの変動数が累積してしま
い変化が誇張される危険性があることがわか
った。転出超過の場合には元の人口が０とな
った段階で変化は止まり、人口がマイナスに
なることはないが、転入超過の場合には、上
限がないため際限なく増加する。これは社人
研地域人口推計も含め、投影法による人口推
計（population projection)に共通の問題で
あり、受け皿となる地域の地理的制約条件が
与えられない限り避けられない問題である。 
移動と死亡による増減傾向の地理的特性が

小地域の施設特性（教育関連施設、地下鉄沿
線、病院・介護施設、一戸建て住宅）に関連
する可能性が示唆されている。従って、今後
の課題として、これらの施設特性とコーホー
ト変動数との相関を求めることにより、コー
ホート変動数の上限値や地理的変化を、ある
程度、推計することが期待できる。このこと
はダイナミック・モデルのシミュレーション
結果をGIS(地理情報システム)に分解・投影す
る際に、市や区レベルのマクロな変化と地理



的分布の変化をつなぐ上で重要な成果をもた
らすものと考えている。 
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